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210－令和６年度森林及び林業の動向 

１．復興に向けた森林・林業・木材産業の取組 

(１)東日本大震災からの復興に向けて
平成23(2011)年３月11日に発生した「平成23年(2011年)東北地方太平洋沖地震」では、

広い範囲で強い揺れが観測されるとともに、東北地方の太平洋沿岸地域では大規模な津波
被害が発生した。被害は未曾有

み ぞ う
の規模となり、東京電力福島第一原子力発電所の事故によ

る災害を含めて、「東日本大震災」と呼称することとされた。 
政府は、令和２(2020)年度までの10年間を復興期間とし、国の総力を挙げて復旧・復興

に取り組むとともに、令和３(2021)年３月には、続く令和３(2021)年度から令和７(2025)
年度までの５年間を「第２期復興・創生期間」として、「「第２期復興・創生期間」以降
における東日本大震災からの復興の基本方針」を閣議決定した。同方針において、森林・
林業分野では、放射性物質を含む土壌の流出を防ぐための間伐等の森林整備とその実施に
必要な放射性物質対策や、しいたけ原木生産のための里山の広葉樹林について計画的な再
生に向けた取組等を進めることとされた。さらに、令和６(2024)年３月の見直しにより、
帰還困難区域を含め森林・林業再生を進めるため、科学的根拠に基づくリスクコミュニケ
ーションを含め、森林における作業の実施や伐採木・樹皮の扱い等に関する関係者との調
整など必要な対応を進めることが追記された。令和６(2024)年時点で、帰還困難区域の森
林整備の再開に向け、作業者の安全・安心の確保の方策や整備が必要となる箇所の把握な
ど、林野庁の対応方向を福島県や市町村等へ説明し、意見交換を実施している。 

(２)森林等の被害と復旧・復興
(ア)山地災害等と復旧状況

東日本大震災により、青森
県から高知県までの15県に
おいて、山腹崩壊や地すべり
等の林地荒廃(458か所)、津波
による防潮堤1の被災等の治
山施設の被害(275か所)、法

のり

面・路肩の崩壊等の林道施設
等の被害(2,632か所)、火災に
よ る 焼 損 等 の 森 林 被 害 ( 約
1,065ha)等が発生した(資料
Ⅴ－１)。  

治山施設や林道施設等の被
害箇所については、国が採択
した山林施設災害復旧等事業
591か所について、国、県、市
町村が復旧工事を進め、令和

1 高潮や津波等により海水が陸上に浸入することを防止する目的で陸岸に設置される堤防。治山事業では、海岸防災林
の保護のため、治山施設として防潮堤等を整備している。 

東日本大震災による林野関係の被害 

注１：着色部は震災による林野関係の被害が確認された県(15県)。 
■は特に被害が甚大であった３県。

 ２：被害箇所数は平成23(2011)年に報告された数値。 
資料：林野庁調べ(平成23(2011)年時点)。 
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３(2021)年度までに事業が完了した。 
(イ)海岸防災林の復旧・再生
(復旧に向けた方針)

被災した海岸防災林の復旧・再生に当たっては、｢今後における海岸防災林の再生につい
て2｣の方針を踏まえつつ、被災状況や地域の実情に応じて取り組むこととし、令和７(2025)
年３月末時点で、要復旧延⾧約164kmのうち、約163kmにおいて植栽等の復旧事業3が完了
した。これについては、津波に対する被害軽減を含む潮害の防備、飛砂・風害の防備等の
機能を発揮させるために、引き続き、健全な生育を促す保育作業を継続的に実施する必要
がある。また、福島県における植栽未完了部分については、関係機関と調整しつつ、早期
完了に向けて事業を継続することとしている4。 
(植栽等の実施における民間団体等との連携)  

海岸防災林の復旧・再生については、地域住民、NPO、企業等の参加や協力を得ながら、
植栽や保育が進められてきた(事例Ⅴ－１)。 

2「東日本大震災に係る海岸防災林の再生に関する検討会」(平成24(2012)年２月) 
3 地盤高が低く地下水位が高い箇所では盛土を行うなど、生育基盤を造成した上で植栽を実施。 
4 復興庁「復興施策に関する事業計画及び工程表(福島12市町村を除く。)(令和２年４月版)」(令和２(2020)年８月７日)、

復興庁「福島12市町村における公共インフラ復旧の工程表」(令和６(2024)年９月27日) 

事例Ｖ－１ みやぎ海岸防災林における保育管理と伐採木の有効活用 

取組スキーム 

宮城県では、東日本大震災の津波により被災した海岸防災林について、令和３(2021)年４
月に民有林全域の植栽が完了したことから、「みやぎ海岸防災林・森林づくり管理方針」(令
和２(2020)年12月策定)に基づき、「災害に強い森林」、「地域に愛され大切にされる森林」、
「震災を伝承する森林」という目指すべき海岸林の姿に応じて、下刈りや本数調整を行う伐
採などの保育管理を行っている。 

一方、海岸防災林を保育管理するコストの削減や伐採木の有効活用が課題となっていた
ことから、令和６(2024)年度から、産業廃棄物として処理していた伐採木を木質バイオマス
として利活用する取組を新たに開始した。 

令和６(2024)年度は、県が開催する譲渡会において申込のあった地域団体や個人利用者
等に伐採木の提供を計３回行い、廃棄コスト削減を行うとともに森林資源の有効活用を図
った。引き続き、関係機関と協力・連携しながら、海岸防災林の効率的な保育管理や伐採木
の有効活用に取り組むこととしている。 

譲渡会における提供木材 
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